
１．業務報告書

　

簾睦ま昌謡製〕
（１） 事業概要

（業務運営方針）

　

当協会は、 令和３年度経営計画に基づき、国、 県及び市町村の施策の一翼を担いつつ、適切な信用
保証機能の発揮と経営支援の充実を図るため、 関係機関と密接に連携しながら、 「中小企業を支える

身近なパートナー」 として、 金融と経営支援の一体的な取組みを推進し、 ライフステージの様々な

局面で必要とする多様な資金需要に的確かつきめ細かく応えるとともに、 その後の適時適切な期中

管理・経営支援、 保証業務の改善による利便生の向上に努めた。

（経済金融情勢）

　

令和３年度の本県経済は、 新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、 各種政策などを

背景に緩やかに持ち直しているが、 中小企業・小規模事業者を取り巻く環境は、 人口減少の進行・
少子高齢化をはじめ、 デジタル化・脱炭素化等の構造変化への対応、 防災・減災対策、働き方改革、
事業承継問題などの様々な経営課題が山積みしており、依然として厳しいものであった。

　

国においては、 「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」、 「コロナ克服，
新時代開拓のための経済対策」 等に基づき、 感染拡大防止策や中小企業・小規模事業者の資金繰り
対策等に万全を期すとともに、 「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開や未来を切り拓く「新しい
資本主義」 の起動に取り組むこととされ、 県においても、 国・市町村等の関係機関と十分な連携を
図りながら、 感染拡大防止と経済社会活動の両立に全力を挙げて取り組むこととされた。

（当協会の対応）

　

当協会は、 国、 県及び市町村で講じられた中小企業施策に呼応し、 コロナ対策融資等各種保証制度
の創設・拡充による金融支援策を推進するとともに、 経営課題の解決に向けて 「とやま中小企業・
小規模事業者サポート事業」 を拡充するなど、 経営支援体制を強化し、 感染症の長期化により事業
活動に様々な影響を受けた中小企業・小規模事業者に対しては、創業支援と経営改善・事業承継支援
を柱とする伴走型の経営支援にも一層取り組んだ。

　

また、 コロナ禍における中小企業・小規模事業者の円滑な資金調達と経営支援の充実に向けて、
業務の効率化と利便性向上のため、信用保証書の電子交付の拡大に努めるとともに、 デジタル化推進
プロジェクトチームを設置し検討を進めるなど、保証業務のＩＣＴ化に積極的に取り組んだ。

令和３年４月

令和３年８月

令和４年２月

令和４年３月

伴走支援型特別保証、富山県ビョンドコロナ応援資金の創設

事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）、富山県経営改善サポート資金の創設
富山県ＤＸ推進資金の創設

短期継続融資関係保証の取扱期間延長
経営安定関係保証の取扱期間延長
とやま中小企業・小規模事業者サポート事業の拡充

　　　　　

など

創業関連保証の拡充
特定連携事業継続力強化関連保証の創設
下請中小企業取引機会創出事業関連保証の創設

　　　　　

など

伴走支援型特別保証、富山県ビョンドコロナ応援資金の拡充

事業再生計画実施関連保証（感染症対応型）の取扱期間延長
特定高度情報通信技術活用システム開発供給等関連保証の拡充



（業

　　　

績）

　　

令和３年度の保証承諾、保証債務残高、代位弁済等は、次表のとおりである。

件

　

数

　　　　

前期比（％）

金

　

額

　

（百万円） 前期比（％）

　

計画比（％）前期比（％） 前期比（％） 計画比（％）
保

　　

証

　　

承

　　

諾 ４，８７０ ２７，３ ６０，２４７ ２０，２ ８３．７

保

　

証

　

債

　

務

　

残

　

高 ２７，６４６ １０２．３ ３３６，１０３ １０２．５ ９８．３

保証債務平均残高 ２７，３８３ １１２．６ ３３６，９６５ １３３，７ ９８．３

代

　　

位

　　

弁

　　

済 ２５５ ９４．８ ２，１９０ １１１．５ ５４．７

実

　　

際

　　

回

　　

収 １２０ １１４．３ ７２７ １００，９ ７２．７

求

　

償

　

権

　

残

　

高 １１２ １３３．３ ４１６ １３６，Ｉ ６８．９

基

　　

本

　　

財

　　

産 １８，２６４ １０３．５ １０１．８

①

　

保証承諾額は、コロナ対策としての多層的な金融支援が功を奏したことから、 今期の資金需要

　

は落ち着きをみせ、 前期に比べ７９，８％減少し、 計画を１６．３％下回った。 なお、 令和３年４月に

創設された富山県ビョンドコロナ応援資金は、保証承諾額の４割強を占めた。
②

　

保証債務残高は、 保証承諾額が見込みを下回ったことから、 計画を１．７％下回ったが、 前期に

　

比べ２．５％増加し、 年度末における過去最高額を記録した。
③

　

代位弁済額は、 前期に比べ１１．５％増加したものの、 コロナ対策融資による円滑な資金供給や

　

中小企業・小規模事業者への経営支援に積極的に努めたことにより、 計画を４５，３％下回った。
④

　

実際回収は、 保証協会債権回収麻）を活用しながら回収の最大化に努めたことにより、 前期に

比べ０．９％増加したが、 計画には届かなかった。

⑤

　

基本財産は、 収支差額の基金準備金への繰り入れにより、 前期に比べ６億１１百万円増加し、

　

１８２億６４百万円となった。

（事業の展望）

　

県内の景気は、ウクライナ情勢等による不透明感がみられる中で、原材料価格の上昇や供給面での

制約等による下振れリスクに十分注意する必要があるほか、感染症による影響を注視する必要がある。
また、 各種政策などにより企業倒産は抑えられているものの、 ポストコロナを見据え、 増大する債務

などに苦しむ中小企業・小規模事業者に対するきめ細かい経営状況の把握と早期の経営改善等を促す

ための積極的な支援が重要である。

　

当協会としては、 第６次中期事業計画及び令和４年度経営計画に基づき、 中・企業・小規模事業者

の経営の安定、 持続的発展を支援する役割を自覚し、 金融と経営支援の一体的な取組みを推進する

ため、 国、 県及び市町村の施策の一翼を担いつつ、適切な信用保証機能の発揮と経営支援の充実に

引き続き努める必要がある。

　

このため、金融機関や商工関係団体、行政関係機関と密接に連携し、信用保証協会法の改正、小規模

企業振興基本計画及び経営者保証に関するガイドライン等の趣旨も踏まえながら、 中小企業・小規模

事業者の視点に立って、 ライフステージの様々な局面で必要とする多様な資金需要に的確かつきめ

細かく応えるとともに、その後の適時適切な期中支援・経営支援、利便性向上のためのデジタル化等

による保証業務の改善などに努める。 さらには、 業務の健全性と適切性を確保する経営管理態勢を

確立し、地域に根ざした公的性質を有する機関として、円滑な事業運営と信頼され必要とされる組織

運営に努めるとともに、 「中小企業を支える身近なパートナー」として、業務を推進する。



２． 収支計算書 〔標題墓髭蜜を〕

　　　　　

僅位剛
科

　　　　　　　　

目 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

額

経

　　　　

常

　　　　

収

　　　　

入 ３，６８９，９４０，８７５
保

　　　　　　　

証

　　　　　　　

料 ３，０３３，１０５，４２３
預

　　　

け

　　　

金

　　　

利

　　　

息 ４０７，８０４
有

　

価

　

証

　

券

　

利

　

息

　

・

　

配

　

当

　

金 １１０，９６１，１２１
調

　　　　　　　

査

　　　　　　　

料 Ｏ
延

　　　

滞

　　　

保

　　　

証

　　　

料 Ｏ
損

　　　　　　　

害

　　　　　　　

金 １７，１０２，８３８
事

　　　

務

　　　

補

　　　

助

　　　

金 １１５，５３３，８２０
責

　

任

　　

共

　

有

　　

負

　　

担

　

金 ４０４，１９９，０００
雑

　　　　　　　

収

　　　　　　　

入 ８，６３０，８６９
経

　　　　

常

　　　　

支

　　　　

出 ２，２２９，３９９，９４８
業

　　　　　　　

務

　　　　　　　

費 ６６２，７４７，４５７

　

・

役

　　　

職

　　　

員

　　　

給

　　　

与 ３００，９１０，４８９
退

　

職

　

給

　

与

　

引

　

当

　

金

　

繰

　

入 ２６，０７１，９３９
そ

　　

の

　　

他

　　

人

　　

件

　　

費 ６４，９３８，４４５
旅

　　　　　　　　　　　　　　

費 １４７，７１０
事

　　　　　　

務

　　　　　　

費 １３３，２００，１４２
賃

　　　　　　

借

　　　　　　

料 ４４，２５３，６４０
動

　

産

　

・

　

不

　

動

　

産

　

償

　

却 ８，８５４，０２３
信

　　　

用

　　　

調

　　　

査

　　　

費 １３，６３０，０２９
債

　

．
権

　　　

管

　　　

理

　　　

費 ５６，３９９，７６５
指

　　

導

　　

普

　　　

及

　　

費 ５，１６８，７７５
負

　　　　　　

担

　　　　　　

金 ９，１７２，５００
借

　　　

入

　　　

金

　　　

利

　　　

息 Ｏ
信

　　　

用

　　　

保

　　　

険

　　　

料 １，３９５，３８１，９３２
責

　

任 共

　

有

　

負

　

担

　

金

　

納

　

付

　

金 １７１，２７０，５５９
雑

　　　　　　　

支

　　　　　　　

出 Ｏ
経

　　

常

　　

収

　　

支

　　

差

　　

額 １，４６０，５４０，９２７
経

　　　

常

　　　

外

　　　

収

　　　

入 ３，８９９，５９５，０７７
償

　

却

　

求

　

償

　

権

　

回

　

収

　

金 ８１，６３７，６０３
責

　　

任

　　

準

　　

備

　　

金

　　

戻

　　

入 １，９７１，７１４，９８０
求

　

償

　

権

　

償

　

却

　

準

　

備

　

金

　

戻

　

入 ５９，９１９，９４１
求

　

償

　

権

　

補

　

填

　

金

　

戻

　

入 １，７８６，２２２，６４４
保

　　　　　　

険

　　　　　　

金 １，６６３，５６３，９５８
損

　

失

　

補

　

償

　

補

　

填

　

金 １２２，６５８，６８６
補

　　　　　　　

助

　　　　　　　

金 Ｏ
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

収

　　　

入 ９９，９０９
経

　　　

常

　　　

外

　　　

支

　　　

出 ４，１３９，０４０，０９９
求

　　　

償

　　　

権

　　　

償

　　　

却 １，９８４，８３２，３９０
譲

　　

受

　　

債

　　

権

　　

償

　　

却 Ｏ
有

　　

価

　　

証

　　

券

　　

償

　　

却 ４，５７１，１００
雑

　　　

勘

　　　

定

　　　

償

　　　

却 Ｏ
退

　　　　　　　

職

　　　　　　　

金 ３，１３８，３８９
責

　

任

　　

準

　

備

　　

金

　

繰

　　

入 ２，０１９，７９７，１７３
求

　

償

　

権

　

償

　

却

　

準

　

備

　

金

　

繰

　

入 １２６，６９２，４５０
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

支

　　　

出 ８，５９７
経

　

常

　　

外

　　

収

　

支

　　

差

　

額 乙２３９，４４５，０２２
制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩 額 Ｏ
収支差額変動準備金取崩額 Ｏ
当

　　

期

　　

収

　　

支

　　

差

　　

額 １，２２１，０９５，９０５
収支差額変動準備金繰入額 ６１０，５４７，９５２
基本財産繰入額又は基本財産取崩額 ６１０，５４７，９５３



３． 貸 借 対 照 表 （令和４年３月３１日現在） （単位：円）

借

　　　　　　　　　

方 貸

　　　　　　　　　

方

科

　　　　

目 金

　　　　　

額 科

　　　　

目 金

　　　　　

額

現

　　　　　　　

金 １４２，５８８ 基

　

本

　

財

　

産 １８，２６３，５８４，２８１

現

　　　　　　　

金 １４２，５８８ 基

　　　　　　　

金 ４，９８４，８４１，０００

小

　　　

切

　　　

手 Ｏ 基

　

金

　

準

　

備

　

金 １３，２７８，７４３，２８１

預

　　　

け

　　　

金 ９，７３４，３２８，８１４ 制度改革促進基金 Ｏ

当

　　

座

　

預

　

金 Ｏ 収支差額変動準備金 ６，５５４，７８８，９４６

普

　　

通

　

預

　

金 ６３１，９６９，２９０ 責

　

任

　

準

　

備

　

金 ２，０１９，７９７，１７３

通

　

知

　

預

　

金 Ｏ 求償権償却準備金 １２６，６９２，４５０

定

　　

期

　　

預

　

金 ９，１００，０００，０００ 退職給与引当金 ３５２，７２２，５２２

郵

　

便

　

貯

　

金 ２，３５９，５２４ 損

　

失

　

補

　

償

　

金 １３８，４１２，５７０

金

　

銭

　

信

　　

託 Ｏ 保

　

証

　

債

　　

務 ３３６，１０２，８９５，４０９

有

　

価

　　

証

　

券 ２７，３８９，５３４，６７８ 求 償 権 補 填 金 Ｏ

国

　　　　　　　

債 Ｏ 保

　　　

険

　　　

金 Ｏ

地

　　　

方

　　　

債 ５，９９９，６１７，０１０ 損失補償補填金 Ｏ

社

　　　　　　　

債 ２１，２９５，２９９，１０４ 借

　　　

入

　　　

金 Ｏ

株

　　　　　　　

式 ９４，６１８，５６４ 長

　

期

　

借

　

入

　

金 Ｏ

受

　　

益

　　

証

　

券 Ｏ （うち日本政策金融公庫分） Ｏ

その他有価証券 Ｏ 短

　

期

　

借

　

入

　

金 Ｏ

新

　

株

　

予

　

約

　

権 Ｏ （うち日本政策金融公庫分） Ｏ

フ

　

ァ

　

ン

　

ド 出 資 Ｏ 収支差額変動準備金造成資金 Ｏ

動 産 ・ 不 動 産 ４０，１５４，５９５ 雑

　　　

勘

　　　

定 １０，９４１，６６６，４６０

事 業 用 不 動 産 ２１，９８０，１０９ 仮

　　　

受

　　　

金 ５５，４８２，６２７

事

　

業

　

用

　

動

　

産 １８，１７４，４８６ 保

　

険

　

納

　

付

　

金 ３７，９６５，７９０

所有動産・不動産 Ｏ 損失補償納付金 ４，６２４，２１４

損失補償金見返 １３８，４１２，５７０ 未 経 過 保 証 料 １０，８４０，８００，３４９

保 証 債 務 見 返 ３３６，１０２，８９５，４０９ 未

　

払

　

保

　

険

　

料 １，１０３，３００

求

　　　

償

　　　

権 ４１６，４７４，９７６ 未

　

払

　　

費

　　

用 １，６９０，１８０

譲

　　

受

　　

債

　

権 Ｏ

雑

　　　

勘

　　　

定 ６７８，６１６，１８１

仮

　　　

払

　　　

金 ２１８，７４９

保

　　　

証

　　　

金 Ｏ

厚

　

生

　　

基

　

金 ４５，９０６，２００

連

　

合

　

会

　

勘

　

定 ３，７０６

未

　

収

　

利

　　

息 ２３，３５５，５８８

未 経 過 保 険 料 ６０９，１３１，９３８

合

　　　　

計 ３７４，５００，５５９，８１１ 合

　　　　

計 ３７４，５００，５５９，８１１



４． 財 産 目 録 （令和４年３月３１日現在）
（単位：円）

資

　　　　　　　　

産 負

　　　　　　　　

債

科

　　　　　

目 金

　

．

　

・

　

額 科

　　　　　

目 金

　　　　　　

額

現

　　　　　　　　

金 １４２，５８８ 責

　

任

　

準

　

備

　

金 ２，０１９，７９７，１７３

預

　　　

け

　　　

金 ９，７３４，３２８，８１４ 求償権償却準備金

　　　　

１２６，６９２，４５０

金

　　

銭

　　

信

　　

託 Ｏ 退職給与引当金 ３５２，７２２，５２２

有

　　

価

　　

証

　　

券 ２７，３８９，５３４，６７８ 損

　

失

　

補

　

償

　

金 １３８，４１２，５７０

その他有価証券 Ｏ 保

　　

証

　　

債

　　

務 ３３６，１０２，８９５，４０９

動

　

産

　

・

　

不

　

動

　

産 ４０，１５４，５９５ 求

　

償

　

権

　

補

　

填

　

金 Ｏ

損失補償 金見返

　　

１３８，４１２，５７０ 借

　　　

入

　　　

金 Ｏ

保

　

証

　

債

　

務

　

見

　

返 ３３６，１０２，８９５，４０９ 雑

　　　

勘

　　　

定 １０，９４１，６６６，４６０

求

　　　

償

　　　

権 ４１６，４７４，９７６

譲

　　

受

　　

債

　　

権 Ｏ

雑

　　　

勘

　　　

定 ６７８，６１６，１８１

合

　　　

計 ３７４，５００，５５９，８１１ 合

　　　

計 ３４９，６８２，１８６，５８４

正

　　

味

　　

財

　　

産 ２４，８１８，３７３，２２７


